
求　人　票 （ 年３月卒業・修了）

ふ り が な 年 月

名 称

代 表 者 □ □ □

□

FAX： □ 有 □ 無

ホームページＵＲＬ □ □

□

TEL： FAX： 名

男 名 男 名

採 用 担 当 者 女 名 女 名

男 歳

女 歳

資 本 金 億 億 億

□　　　　　　□理系　　　　　　　□医系等□ □ □ 可 □ 否

□ □ 可 □ 否

□ 可 □ 否

□ □ 可 □ 否

□ 可 □ 否

□ 可 □ 否

名

求 人 数 名 名 名 名

名

職 種 名

（ 具 体 的 に ）

□ □ 院 □ □ 院 □ □ 院 □ □ 院 □ □ 院

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

固定残業代に充当する労働時間数 □ 有 □ 無

□ □ □ 有 □ 無

時 分 ～ 時 分 時間外 月平均 時間

時 分 ～ 時 分 休憩時間 分 □ 有 □ 無

□ 完全 □ 隔週 □ 月 回 日 初年度 日 日

□ 有 □ 無 □ 有 □ 無

□ □ 寮 □ □ □ □

□ □ □ □

□

月 日 時 　 分 ～ 時 分 □ □

月 日 月 日 時 　 分 ～ 時 分

□ □ □

□ □ □

□ □ □ □

□ □

□ 一般常識 □ 専門試験 □ 語学： 語 □ 論作文 □ 適性検査〕

□ □

応 募 方 法 □ □ □ 大学宛 □ 本人宛 □ 有 □ 無

備

考

        大阪大学

求

人

先

産業
分類
番号         

設立

系列

役職 氏名

株式

上　場 一部 二部 地方

本 社 所 在 地

(〒　　　　　) 　　　　市　　区 公　開 その他（　　　　　）

TEL：
非上場

上場予定

Ｅ-Mail （　　　　　）年以内

その他
の法人

財団法人 社団法人

応 募 書 類
送 付 先

(〒　　　　　) 　　　　市　　区 その他（　　　　　　 　　　）

従業
員数

総従業員数

Ｅ-Mail 本　学
卒業生所属・役職 氏名

事 業 内 容 定年
歳 平　均

年　齢□ 無

万円 売上額 万円 経常利益 万円

採

用

条

件

採 用 予 定

学 部 ・ 学 科
研究科・専攻

文系 理系 医系等

初 任 給

職　   種

応
募
の
可
否

既卒者
文科系

学部 理科系

外国人
留学生

文科系

大学院 理科系

文科系

※希望する学部・学科名、研究科・専攻名がある場合には、本学WEB
（http://www.osaka-u.ac.jp/jp/academics/index.html）を参照のうえ御記入下さい

理科系

前 年 度
採用実績

大　卒

文系　　　　　　　 理系　　　　　　　 医系等

阪大院卒

勤務予定地

大学院卒

卒業(修了)区分 学部 学部 学部 学部

阪大卒

学部

基   本   給

手当

手当

固 定 残 業 代 等

合　計

時間 固定残業代を超える労働の手当の追加支給

通 勤 手 当 全額支給 円迄支給 労　働　組　合

勤 務 時 間
平日 　　　　　　時間

本 年 度 年 間 所定
労 働 時 間

土･日
フ レ ッ ク ス
タ イ ム 制

その他： 特別休暇 リフレッシュ休暇
休 日

週休２日制
年 間 休
日 日 数

有 給 休
暇 日 数

社宅 借上住宅 住宅資金融資制度 従業員持株制度

その他：

・最高

申 込 方 法
電話予約

財形貯蓄制度 企業内預金制度 介護休養制度 有給育児休業制度
福 利 厚 生 ・
諸 制 度

各種社会保険

日時 (  ) 事前予約 必要

場所：

不要

場所：

採 用 試 験
応募締切 (  ) 試験日 (  )

自社ホームページ 就職ナビ (ナビ名：　　　　　　　　　　　　　)

Ｅメール 説明会参加 その他：

提 出 書 類
履歴書・自己紹介書 成績証明書 卒業(修了)見込証明書 健康診断証明書

推薦書 その他：

試 験 内 容
筆記試験：〔

面接試験 その他：

自由応募 大学推薦 試験結果 受験旅費

採

用

試

験

会 社 説 明 会



B

E3

G

産 業 （業 種） 分 類 表

大       分       類 中      分      類 小　     　分　    　　類

農 業 、 林 業 A 農 業 、 林 業
耕種農業、畜産農業、農業サービス業、園芸サービス業、

育林業、素材生産業、特用林産物生産業、林業サービス業、その他の林業

漁 業 漁 業 海面漁業、内水面漁業、海面養殖業、内水面養殖業

鉱 業 、 採 石 業 、
砂 利 採 取 業

C
鉱 業 、 採 石 業 、
砂 利 採 取 業

金属鉱業、石炭・亜炭鉱業、原油・天然ガス鉱業、採石業、砂・砂利・玉石採取業

※石炭からのコークスの製造、石油の精製→E4　ガスを製造し、導管により供給する事業所→Ｆ

建 設 業 D 建 設 業
一般土木建築工事業、土木工事業、舗装工事業、建築工事業、木造建築工事業、

建築リフォーム工事業、大工工事業、電気工事業　※屋外広告業→Ｌ３　看板書き業→R2

食料品・飲料・た
ばこ ・飼料製造業

畜産・水産食料品・農産保存食料品製造業、調味料製造業、パン・菓子製造業、飲料製造業、

葉たばこ処理業、氷、有機質肥料、家畜・家きんの飼料等製造業、各種飲食料品製造業

E2 繊 維 工 業

製糸・紡績・織物糸・ニット生地・網地・フェルト製造業、染色整理及び衣服の縫製など繊維製品製造業

※グラスウール、ロックウールなどの紡績を行う事業所→E10 

※個人の注文により店持ちの布地を用いて洋服の仕立てを行う洋服店→I2

※個人持ちの材料で衣服の裁縫あるいは衣服の修理を行う事業所→N

印 刷 ・ 同 関 連 業 印刷業、製版業、製本業、印刷物加工業、印刷関連サービス業

E4
化学工業、石油 ・
石炭製品製造業

化学肥料製造業、無機化学工業製品製造業、有機化学工業製品製造業、石油精製業、

油脂加工品・石けん・合成洗剤・界面活性剤・塗料製造業、医薬品製造業、

化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業

E5
鉄 鋼 業 ・ 非 鉄 金
属 ・ 金 属 製 品
製 造 業

製鉄業、製鋼・製鋼圧延業、製鋼を行わない鋼材製造業、表面処理鋼材製造業、鉄素形材製造業、

非鉄金属第１次製錬・精製業、非鉄金属第２次製錬・精製業（非鉄金属合金製造業を含む）、

非鉄金属・同合金圧延業（抽伸、押出しを含む）、電線・ケーブル製造業、非鉄金属素形材製造業、

ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造業、洋食器・刃物・手道具・金物類製造業、

暖房装置・配管工事用附属品製造業、ボルト・ナット・リベット・小ねじ・木ねじ等製造業、核燃料製造業

E6
はん用・生産用・
業務用機械器具
製 造 業

ボイラ・原動機製造業、ポンプ・圧縮機器製造業、一般産業用機械・装置製造業、

農業用機械製造業（農業用器具を除く）、建設機械・鉱山機械製造業、繊維機械製造業、

生活関連産業用機械製造業、基礎素材産業用機械製造業、金属加工機械製造業、

半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置製造業、サービス用・娯楽用機械器具製造業、

計量器・測定器・分析機器・試験機・測量器械器具・理化学機械器具製造業、事務用機械器具製造業、

医療用機械器具・医療用品製造業、光学機械器具・レンズ製造業、武器製造業

E7
電子部品・デバイ
ス ・ 電 子 回 路
製 造 業

電子デバイス製造業、電子部品製造業、記録メディア製造業、電子回路製造業、ユニット部品製造業

※電子計算機・同付属装置、通信機械器具・同関連機械器具製造業→E8

E8
電気・情報通信機
械 器 具 製 造 業

発電用・送電用・配電用電気機械器具製造業、産業用電気機械器具製造業、

民生用電気機械器具製造業、電球・電気照明器具製造業、電池製造業、電子応用装置製造業、

電気計測器製造業、通信機械器具・同関連機械器具製造業、映像・音響機械器具製造業、

電子計算機・同附属装置製造業　※絶縁電線及びケーブル製造業→E5

E9
輸送用機械器具
製 造 業

自動車・同附属品製造業、鉄道車両・同部分品製造業、船舶製造・修理業、

舶用機関製造業、航空機・同附属品製造業、産業用運搬車両・同部分品・附属品製造業、

自転車・同部分品製造業、その他の輸送用機械機械器具製造業　※船体塗装業→D

E10そ の他 の製 造業

木材・木製品製造業、家具・装備品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、

なめし革・同製品・毛皮製造業、窯業・土石製品製造業、貴金属・宝石製品製造業、

装身具・装飾品・ボタン・同関連品製造業、時計・同部分品製造業、楽器製造業、漆器製造業、

がん具・運動用具製造業、ペン・鉛筆・絵画用品・その他の事務用品製造業、畳等生活雑貨製品製造業

電気・ガス・熱供給・水道業 F
電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

電気業、ガス業、熱供給業、上水道業、工事用水道業、下水道業　※天然ガスの採取を行う事業所→C

情 報 通 信 業 情 報 通 信 業 通信業、放送業、情報サービス業、インターネット附随サービス業、映像・音声・文字情報制作業

製 造 業

E1

運 輸 業 、 郵 便 業 H 運 輸 業 、 郵 便 業
鉄道業、道路旅客運送業、道路貨物運送業、水運業、航空運輸業、倉庫業、

運輸に付随するサービス業、郵便事業株式会社が行う郵便業（信書便事業を含む）　※郵便局→Q
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L1

L2

大       分       類 中      分      類 小　     　分　    　　類

卸 売 業 、 小 売 業

I1 卸 売 業
卸売業、総合商社、貿易商社、問屋、製造問屋、商事会社、代理商、仲立業、

日本たばこ産業株式会社（工場を除く）

I2 小 売 業
個人用又は家庭用消費のために商品を販売するもの及び産業用使用者に少量又は少額に

商品を販売する事業所

金 融 、 保 険 業

J1 金 融 業
銀行業、郵便貯金銀行、協同組織金融業、貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関、

政府関係金融機関、金融商品取引業、商品先物取引業、補助的金融業等

J2 保 険 業

保険業（郵便保険を含む、あらゆる形態の保険業）、保険代理業、

保険会社及び保険契約者に対する保健サービスを行う事業所、

農業及び漁業に係る共済事業を行う事業所、漁船保険を行う事業所

※社会保険事業→P2，又はS1,S2

不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業

K1
不 動 産 取 引 ・
賃 貸 ・ 管 理 業

建物売買業、土地売買業、不動産代理業・仲介業、不動産賃貸業、不動産管理業

K2 物 品 賃 貸 業

産業用機械器具賃貸業、事務用機械器具賃貸業、自動車賃貸業、

スポーツ・娯楽用品賃貸業、映画・演劇用品賃貸業、その他の物品賃貸業

※船舶を貸渡しする事業所→H

　映画館、劇場、競輪場、競馬場などの施設を賃貸する事業所→N

学 術 研 究 、 専 門 ・ 技 術
サ ー ビ ス 業

学術・開発研究機関 学術的研究、試験、開発研究などを行う事業所

法 務 法律事務所、特許事務所、公証人役場、司法書士事務所、土地家屋調査士事務所、行政書士事務所

L3
その他の専門・技
術 サ ー ビ ス

公認会計士事務所、税理士事務所、社会保険労務士事務所、デザイン業、著述・芸術家業、

経営コンサルタント業、純粋特殊会社（日本郵政株式会社）、広告業、獣医業、土木建築ｻｰﾋﾞｽ業、

機械設計業、商品・非破壊検査業、計量証明業、写真業、その他の専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業

宿泊業、飲食サービス業 M
宿 泊 業 、 飲 食
サ ー ビ ス 業

宿泊業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業

※社会福祉施設の宿泊所→P2

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、
娯 楽 業

N
生活関連サービス
業 、 娯 楽 業

洗濯・理容・美容・浴場業、旅行業、家事サービス業、衣服縫製修理業、物品預り業、

火葬・墓地管理業、冠婚葬祭業、娯楽業、映画館、興行場、興行団、競輪・競馬等の競走場、

競技団、スポーツ施設提供業、公園、遊園地、遊戯場、

※映画・ビデオに付帯するｻｰﾋﾞｽを行う事業所→G

教 育 、 学 習 支 援 業

O1 学 校 教 育
幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、短期大学、

高等専門学校、専修学校、各種学校、学校教育支援機関

O2
そ の 他 の 教 育 、
学 習 支 援 業

公民館、図書館、博物館、動物園、青少年教育施設等の社会教育施設、

職業・教育支援施設、学習塾、教養・技能教授業

医 療 、 福 祉

P1 医療業、保健衛生

病院、一般診療所、歯科診療所、助産・看護業、保健所、健康相談施設、

検疫所（動物検疫所、植物検疫所を除く）

※主として医師・歯科医師の処方箋に基づく医薬品を調剤する事業所→I2

※専ら医学、歯科理論の研究を目的としている研究所・試験所→L1　※獣医業→L3

P2
社会保険・社会
福祉・介護事業

社会保険事業団体、福祉事務所、保育所、児童福祉事業、老人福祉・介護事業、障害者福祉事業

複 合 サ ー ビ ス 事 業 Q 複合サービス事業 郵便局（郵便局株式会社）、郵便局委託事業（簡易郵便局）、農林水産業協同組合

サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

R1 宗 教

神道系、仏教系、キリスト教系並びにその他の宗教の各宗教系統ごとに、礼拝施設を備える

宗教団体である神社、寺院、教会等及びこれらを包括する宗教団体の事務所である教務本庁、

宗教所、教団事務所等

R2 そ の 他

廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業（製造と修理を分離し得ない各種機械等・

同部品製造修理業など他に分類されないものを除く）、

職業紹介・労働者派遣業、速記・ワープロ入力・複写業、建物サービス業、警備業、

経済団体、労働団体、学術・文化団体、政治団体、集会場、と蓄場、外国公館
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公 務

S1 国 家 公 務
国の機関のうち、国会、裁判所、中央官庁及びその地方支分部局などであって、

本来の立法事務、司法事務及び行政事務を行う事業所

S2 地 方 公 務
都道府県庁、市区役所、町村役場、地方公共団体の組合及びその地方機関などであって、

本来の立法事務、司法事務及び行政事務を行う事業所


